
 

 

 

 

 

 

建設業法の改正により、平成 28 年６月１日（以下、「法施行日」という。）から建

設業許可業種に解体工事が新設され、同日以降に新潟県が発注する解体工事におい

て、当該工事の入札に参加するために必要な資格は「解体工事」又は「とび・土工・

コンクリート（法施行日時点でとび・土工工事業の許可を有し、解体工事業を営んで

いる場合に限る）」としていますが、平成 31 年５月 31 日で経過措置が終了し、平成

31 年６月１日以降も引き続き解体工事を行う場合は、同許可を受けている必要があ

ることから、新潟県が発注する解体工事について、今後、以下のとおり対応しますの

でお知らせします。 

 

 

 

 

 

 工期末が平成 31 年５月 31 日以前

の解体工事 

工期末が平成 31年６月１日以降

の解体工事 

必要な入札参加 

資格 

「とび・土工・コンクリート（※）」

又は「解体」 
「解体」 

   （※）法施行日時点で、とび・土工工事業に係る許可を受けている者であって、解体工事

業に該当する営業を営んでいる者（以下「経過措置とび・土工工事業者」という。）に

限る。 

 

 

 

  

    

当初契約時の工期末が平成 31 年５月 31 日以前の解体工事を、経過措置とび・土工工事業

者が受注し、工期延長により工期末が平成 31 年６月１日以降となる場合は、経過措置期間

内に解体工事業に係る許可申請を行っていただく必要があります。 

期間内に申請がない場合、又は申請に対する不許可の処分があった場合は、その時点で工

事を打ち切り、契約を終了することになりますのでご留意ください。 

 

 

 

 

解体工事の新設による経過措置終了に伴う 

新潟県が発注する解体工事の対応について 



 

    ○建設業法上の取扱いと県の解体工事発注時の対応 

  

平成 30 年度 平成 31 年度以降 

  

  

    
 

※ 現在、解体工事の入札参加資格をお持ちでない方で、平成３１年６月１日以降も引き続き解体

工事の入札参加を希望する場合は、解体工事業の建設業許可・経営事項審査を受け、入札参

加資格に係る業種追加の申請をお早めにお願いいたします。 

 

 

工期末が H31. 5. 31 以前 

必要な資格→「経過措置とび・土工」又は 

「解体」 

建設業法上の経過措置期間 

必要な資格 

   →「解体」 

H31.5.31 

工期末が H31. 6. 1 以降 

必要な資格→「解体」 

建
設
業
法 「解体」の許可 

「経過措置とび・土工」又は「解体」の許可 

新潟県土木部監理課 建設業室 

電話 025-280-5386（直通） 

県
の
解
体
工
事
発
注
時 

本件に関する問合せ先 

平成 31 年 5 月 31 日までに公告等する解体工事 平成 31 年 6 月 1 日以降

公告等する解体工事 


